




































































































































































































































































　HC 創成マインド（得点27 ～ 108点）の各因子の得点範囲は，リーダーシップ能力
























構成因子 M (SD) M (SD) t　
全体 75.69 (8.15) 86.46 (8.34) 4.09 **
 リーダーシップ能力 13.00 (2.77) 15.62 (2.33) 4.48 ***
 マネジメント能力 22.08 (2.29) 22.92 (3.25) 1.37
 プランニンング能力 15.38 (2.40) 18.85 (2.82) 4.99 ***
 ネゴシエーション能力 15.08 (2.29) 17.00 (2.42) 2.74 *
 コミュニケーション能力 10.16 (1.35) 11.00 (1.47) 1.94 *
*p <.05　** p <.01　*** p <.001
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　実習生が，「常に最善の方法を考え，自らが主体的に行動することが求められた」「他
のメンバーと協力してつどいの運営を円滑にできた」と感想を述べていることからも
このことがわかる。
（２）プランニング能力
　プランニング能力は，情報を集め，課題を明確にし，その課題を克服するために計
画を立てる能力である。
　本モデルカリキュラムでは，施設を利用して研修する団体への対応が実習のメイン
として組み込まれている。研修団体の研修の充実に向け，各団体の研修の内容を把握
し，研修に必要な教材準備や環境整備などが必要であり，先を見通して計画を立てる
ことや順序立てて何をどうやって取り組んでいけばよいかを決めること，また，目標
達成の手段・方法を考え確実に進めていく能力が求められる。このような経験が，実
習生のプランニング能力を高める要因になったと推察する。
　実習生が，「準備をして物事に取り組むことの重要さはどの業務を通しても感じた」
「実習前はトラブルが起きた時はその都度解決法を探しがちだったが，今回の実習を
通して，ある程度事前の準備からどのようなことが起こると想定できるか，なぜ，ど
うしてこの手順が必要かなどを考えることができるようになった」と感想を述べてい
ることからもこのことがわかる。
（３）ネゴシエーション能力とコミュニケーション能力
　ネゴシエーション能力とコミュニケーション能力で有意差が見られた要因について
は，施設職員をはじめ研修団体等他者とコミュニケーションを図りながら業務を遂行
する場面が多くあったからと考えられる。相手の意見を聞きながら自分の意見を述べ
ることや相手の話を適切に理解した上で自分の意見をきちんと伝えること，さらに双
方にとって有益な解決に向かうことができるように調整することなどが求められる。
　実習生からは「利用者と職員さんとの両方の立場を学ぶことができた」「利用者の
立場になって考えることによって，他の人の気持ちなどを考えられるようになった」
「利用者の年齢や宿泊目的によって臨機応変に対応を変えることができた」等の感想
が述べられていることからもこのことがわかる。
（４）マネジメント能力
　今回の実習では，マネジメント能力における有意差は見られなかった。マネジメン
ト能力は，状況及び時間を把握して管理し，それらを調整しながら再統括する能力で
ある。本カリキュラムでは，実習生自らが企画したり，組織を運営する機会は設けら
れていないため，マネジメント能力についての変容はあまり見られなかったと推察す
る。
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Ⅴ　まとめと今後の課題
　
　本研究の結果から，実施したモデルカリキュラムについて，実習生のリーダーシッ
プ能力をはじめ，プランニング能力，ネゴシエーション能力，コミュニケーション能
力が向上するという可能性が示唆された。これらの能力は，本モデルカリキュラムが
ねらいとしている能力でもあり，本カリキュラムに一定の教育効果があることが明ら
かになった。
　今後の課題として，次の３点が考えられる。
　１点目は，本研究では，青少年教育施設における社会教育実習のカリキュラムにつ
いて，HC 創成マインドを用いて定量的な分析による実習生の変容を通して検討した
が，カリキュラムの概観にとどまり，プログラムの詳細や個々の実習生の発言の変化
などの吟味にはいたらなかった。今後そのような検討も課題と考える。
　２点目は，本研究では，学生が４人から５人の複数で実習を行った事例を扱った
が，実習生同士で話し合い，協力し合う場面が見られた。１人で実習する場合と比較し，
実習生の省察にどのような違いがあるのかを検討することも必要と考える。
　３点目は，本研究で扱った事例は，実習生が青少年教育施設という実践共同体にお
いて，施設を利用する団体，つまり状況の中で常に変化していく学習者へのリアルな
対応と施設職員の活動の展開を認識している。その中で，実習生の参加形態の変化や
アイデンティティの構築について，状況論的アプローチの視点から検討することも意
義があると考える。
　
　本研究は，日本教師教育学会第26回研究大会（2016年9月18日，帝京大学）にお
ける研究発表「青少年教育施設における社会教育実習モデルカリキュラムの検証―『社
会に開かれた教育課程』の視点から―」に加筆・修正したものである。
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